
【報道提供資料】 

 

 

 

令和８年６月２６日 

 

 

 

 

 

国は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者

に対し、地方公共団体が地域の実情に合わせて必要な支援をきめ細やかに実施

できるよう、重点支援地方交付金（正式名称「物価高騰対応重点支援地方創生

臨時交付金」）を追加しました。 

河内長野市においても、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け

た事業者を支援するため、一般会計補正予算（第２号）を編成しました。同交

付金を活用し、市民生活を支えるエッセンシャルサービスの担い手であり、地

域社会の維持に欠かすことのできない福祉施設や医療機関、子育て・保育施設

等を支援します。 

 

１．予算規模 

                                              (単位 千円） 

会計名 補正前 補正額 計 

一般会計 49,339,723 62,735 49,402,458 

 

２．実施事業 

  別添資料のとおり 

 

３．議決日 

  令和８年６月２６日 

 

 

 

 

重点支援地方交付金活用事業の実施について 

【問い合わせ】 

河内長野市成長戦略局まち創造戦略部秘書企画課 

電話：0721-53-1111（内線 305、306、322） 



重点支援地方交付金（推奨事業メニュー）の対象事業について 

【本市の交付限度額】   40,741千円 （推奨事業メニュー分） 
【対象事業の総事業費】 62,735千円 （令和８年度予算６月補正（２号補正）） 
【対象事業の考え方】  
 市民生活を支えるエッセンシャルサービスの担い手であり、 
 地域社会の維持に欠かすことのできない福祉施設や医療機関、子育て・保育施設等を支援する取組 

 

 
○福祉関係事業所物価高騰支援事業 
 …福祉関係事業所への支援金給付 
 

 
○障がい福祉サービス等事業所物価高騰対策支援事業 
 …障がい福祉サービス等事業所への支援金給付 
 

 
○高齢者サービス事業所等物価高騰対策支援事業 
 …高齢者サービス事業所等への支援金給付 
 

 
○介護事業所等物価高騰対策支援事業 
 …介護事業所等への支援金給付 
 
 

 

○病院等物価高騰対策支援事業   
 …病院、診療所及び調剤薬局への支援金給付 

 

 

○幼児教育・保育施設等物価高騰対策支援事業 
 …幼児教育・保育施設等への支援金給付 
 

 
○民間放課後児童会物価高騰対策支援事業 
 …民間放課後児童会への支援金給付 
 

 
○産後ケア事業所物価高騰対策支援事業 
 …産後ケア事業所への支援金給付 
 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた事業者を引き続き支援するため、国の令和８年度補正
予算において、重点支援地方交付金（※）が追加。本市においても補正予算で対象事業を計上。 
 

  （※）正式名称「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」  

                    

補足資料１ 

①福祉施設支援 43,849千円  ②医療機関支援 14,686千円 

4,200千円 ③子育て・保育施設支援 



総事業費
（千円） 担当課

地域福祉高齢課
【 1 】 400 くらしサポート第1課

【目的・内容】

【予算内訳】

【 2 】 18,018 くらしサポート第2課

【目的・内容】

【予算内訳】

【 3 】 3,375 地域福祉高齢課
【目的・内容】

【予算内訳】

【 4 】 22,056 介護保険課
【目的・内容】

【予算内訳】

【 5 】 3,850 こどもファミリーセンター

【目的・内容】 こどもまんな課

【予算内訳】

【 6 】 150 こどもまんな課
【目的・内容】

【予算内訳】

【 7 】 200 こどもファミリーセンター

【目的・内容】

【予算内訳】

【 8 】 14,686 健康推進課
【目的・内容】

【予算内訳】

総事業費　合計 62,735
40,741 ）

令和８年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー）活用事業

（参考・交付限度額

福祉関係事業所物価高騰対策支援事業

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している福祉関係事業所を支援し、事業の維持を
図る。

福祉関係事業所物価高騰対策支援給付金：400千円

病院等物価高騰対策支援給付金：14,620千円
役務費（通信運搬費）：66千円

産後ケア事業所物価高騰対策支援事業

物価高騰対策として、支援給付金により、産後ケア事業所を支援し、もって妊産婦支援サービスの維持
を図る。

障がい福祉サービス等事業所物価高騰対策支援事業

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している障がい福祉サービス等事業所を支援し、
もって障がい福祉サービスの維持を図る。

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している幼児教育・保育施設等を支援し、もって子
育て支援サービスの維持を図る。

幼児教育・保育施設等物価高騰対策支援給付金：3,850千円

民間放課後児童会物価高騰対策支援事業

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している民間放課後児童会を支援し、もって子育
て支援サービスの維持を図る。

産後ケア事業所物価高騰対策支援給付金：200千円

介護事業所等物価高騰対策支援事業

障がい福祉サービス等事業所物価高騰等対策支援給付金　18,000千円
役務費（通信運搬費）：18千円

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している介護事業所等を支援し、もって介護サー
ビスの維持を図る。

介護事業所等物価高騰対策支援給付金：22,000千円
需用費（消耗品費）：8千円
役務費（通信運搬費）：48千円

幼児教育・保育施設等物価高騰対策支援事業

物価高騰対策として、支援給付金により、病院、診療所及び調剤薬局を支援し、もって医療提供機能の
維持を図る。

民間放課後児童会物価高騰対策支援給付金：150千円

高齢者サービス事業所等物価高騰対策支援事業

物価高騰対策として、支援給付金により、事業を継続している高齢者サービス事業所等を支援し、もって
高齢者サービスの維持を図る。

高齢者サービス事業所等物価高騰等対策支援給付金：3,375千円

病院等物価高騰対策支援事業
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